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はじめに

　　　我が国では、昨年、総人口が初めて減少に転じ、出生数、合
計特殊出生率は、ともに過去最低を記録しました。今や、少子
化対策は、国を挙げて取り組むべき喫緊の最重要課題となって
います。

　　　政府は、1990年代半ばからの「エンゼルプラン」、「新エンゼル
プラン」、2005年度からは、「少子化社会対策大綱」とその具体
的実施計画である「子ども・子育て応援プラン」に基づき、少子
化対策を推進してきました。

　　　しかしながら、少子化の流れを変えるためには、従来の対策
に加え、少子化対策の抜本的な拡充、強化、転換を図る必要が
あることから、本年６月、全閣僚で構成する少子化社会対策会
議において、「新しい少子化対策について」を決定しました。

　　　今後、「新しい少子化対策について」に基づき、政府一体となっ
て少子化対策を強力に推進することとしています。
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１．出生数及び合計特殊出生率の推移
○現在、我が国においては急速に少子化が進行。
○第２次ベビーブーム以降、３０年間にわたって出生率、出生数ともに低下している。
○２００５年の合計特殊出生率は１．２５、出生数は１０６．３万人と過去最低。
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第1次ベビーブーム　1947～50年（昭和22～25年）
1950年　出生数　　　　　269.6万人
　　　     合計特殊出生率      4.32

ひのえうま　1966年（昭和41年）
1966年　出生数　　　　　136.1万人
　　　     合計特殊出生率      1.58

第2次ベビーブーム　1971～74年（昭和46～49年）
1973年　出生数　　　　　209.2万人
　　　     合計特殊出生率      2.14

1.57ショック　1989年（平成元年）
1989年　出生数　　　　　124.7万人
　　　     合計特殊出生率      1.57

2005年（平成17年）
   出生数　　　　　106.3万人
   合計特殊出生率      1.25
　※いずれも過去最低

1995～99年
エンゼルプラン

2000～04年
新エンゼルプラン

2005～09年
子ども・子育て
　　応援プラン
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２．人口減少社会の到来
○現状のまま少子化が進行すると、２０５０年には総人口が１億人となる。
○また、総人口に占める６５歳以上人口の割合（高齢化率）は３５．７％に達し、我が国では、
　
　超少子高齢社会が到来することになる。



4

３．出生、婚姻の速報値

○　最近の出生、婚姻の状況をみると、６月時点で出生数は対前年比で１万２千人増、
　婚姻数は１万１千件増となっている。
（2005年10月の第3次小泉改造内閣の発足により、専任の少子化対策担当大臣を設置。2005年12月より全国10
ブロック大臣行脚開始）
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４．これまでの少子化対策
○１９９０年代半ばから、エンゼルプラン、新エンゼルプランを策定し、少子化対策を推進。

○ 保育サービスを中心に、計画の目標値をおおむね達成。

　

　・　１９９４（平成６）年１２月作成

　・　子育て支援のための初めての計画

　・　保育サービス整備のための５ヶ年計画

　

　・　１９９９（平成１１）年１２月作成

　・　エンゼルプランを改定

　・　保育サービスばかりでなく、仕事と育児の

　　　両立支援や母子保健、教育等も加える

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９９４年４月　　　　　　　　　　　　　２００４年４月

保育所入所児童数　　　　　　　　　　　　　　　１５９万人　　　　　　　　　　　　　　１９７万人　　　　　　　３７万人増

うち低年齢児（３歳児未満）　　　　　　　　　　　４１万人　　　　　　　　　　　　　　　６２万人　　　　　　　２１万人増

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９９４年度実績　　　　　　　　　　　　２００４年度実績

延長保育実施保育所数　　　　　　　　　　　　２，２３０か所　　　　　　　　　　１３，０８６か所　　　　１０，８５６か所増

放課後児童クラブ数　　　　　　　　　　　　　　４，５２０か所　　　　　　　　　　１２，１８８か所　　　　　７，６８８か所増

地域子育て支援センター数　　　　　　　　　　　２３６か所　　　　　　　　　　　　２，７８６か所　　　　　２，５５０か所増

育児休業制度　　　　　　　　　　　　　　　　１９９２年度導入

育児休業給付水準　　　　　　　　　　　　　当初なし　→　１９９５年度２５％　　　２００１年より４０％　　　

エンゼルプラン（１９９５年度～９９年度） 新エンゼルプラン（２０００年度～０４年度）

　　　　　【二期にわたるエンゼルプランの実績】　　　　　
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５．少子化対策大綱
○少子化の流れを変えるための総合的な施策展開の指針として少子化社会対策大綱を策定。

○ 大綱の重点施策の具体的実施計画として「子ども・子育て応援プラン」を平成16年12月に策定。

４つの重点課題

Ⅰ　若者の自立とたくましい子どもの育ち

・就業困難を解消するための取組、豊かな体験活動の
機会の提供

Ⅱ　仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し

・企業の行動計画策定・目標達成の取組

・勤務時間の短縮等の措置、再就職支援

Ⅲ　生命の大切さ、家庭の役割等についての　　
　理解

・生命の尊さを実感し、社会とのかかわりなどを大切に
することへの理解を深める

Ⅳ　子育ての新たな支え合いと連帯

・子育て支援施策の効果的な実施、身近な地域での
きめ細かな子育て支援の取組、児童虐待など特に支
援を必要とする子どもとその家庭に対する支援

・妊娠、出産、子どもの育ちにかかわる保健医療

３つの視点

Ⅰ　自立への希望と力

若者の自立が難しくなっている
状況を変えていく

Ⅱ　不安と障壁の除去

子育ての不安や負担を軽減し、
職場優先の風土を変えていく

Ⅲ　子育ての新たな支え　　
　合いと連帯

　－家族のきずなと　　　　　　　　
　　　　　地域のきずな－

生命を次代に伝えはぐくんでいく
ことや家庭を築くことの大切さの
理解を求めていく。子育て・親
育て支援社会をつくり、地域や
社会全体で変えていく。

重
点
課
題
に
取
り
組
む
た
め
の
28
の
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的
行
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６．少子化担当大臣と地方自治体トップの
ブロック会合の実施

○実施内容
　 少子化対策の実効ある推進における都道府県及び市町村の役割は極めて大きい。
このため、「少子化担当大臣と地方自治体トップのブロック会合」を昨年１２月
より本年４月まで全国１０のブロックにおいて実施し、知事など地方自治体トッ
プと少子化対策についての取組及び国への提言・要望などについて活発な議論を
行った。

○開催方法
　　全国のブロックごとに猪口少子化担当大臣を議長として開催。
　　都道府県知事、政令指定都市の長等と意見交換

○成果
　　ブロック会合では、県知事など地方自治体トップより、少子化対策に係る様々な
　　意欲的取組や国への強い要望もあり、政府の「新しい少子化対策について」に反
映。

○開催ブロックの日時及び地域
　①平成１７年１２月１８日（日）九州（熊本県熊本市）　　　　　⑥平成１８年３月２５日（土）　近畿（福井県福井市）
　②平成１８年１月７日（土）　　東海・北陸（石川県金沢市）　⑦平成１８年４月１日（土）　　中国（広島県広島市）
　③平成１８年２月４日（土）　　四国（徳島県鳴門市）　　　 ⑧平成１８年４月９日（日）　　東北（山形県山形市）
　④平成１８年２月１２日（日）　南関東（神奈川県横浜市）　 ⑨平成１８年４月１６日（日）　北海道（北海道札幌市）
　⑤平成１８年２月１９日（日）　北関東（茨城県水戸市）　　　⑩平成１８年４月２２日（土）　東京（東京都港区）
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７．新しい少子化対策について

○２００６年６月２０日、少子化対策に関する政府・与党協議会において合意
○同日、少子化社会対策会議（会長：総理、全閣僚で構成）で決定
○「骨太方針２００６」に盛り込み、強力に推進

急速な少子化の進行
と人口の減少

合計特殊出生率　１．２５
出　　生　　数　１０６万人

経済産業や社会保障の問題にとどまらず、国や社会の存立基盤に関わる問題

出 生 率 の 低 下 傾 向 を 反転 さ せ る

社会意識を問い直し、家族の重要性の再認識、若い世代の
不安感の原因に総合的に対応するため

少子化対策の抜本的な拡充、強化、転換を図る初の人口自然減　▲２万人

（１）　社会全体の意識改革

・　子どもの誕生を祝福し、子どもを慈しみ、守り育てることは、社会の基本的な責任

・　国、地方公共団体、企業、地域社会等が連携の下で社会全体の意識改革に取り組む

（２）　子どもと家族を大切にするという視点にたった施策の拡充

　①　子育ては第一義的には家族の責任であるが、子育て家庭を、国、地方公共団体、企業、地域等、社会全体で支援

　②　すべての子育て家庭を支援するため地域における子育て支援策を強化（特に在宅育児、放課後対策）

　③　仕事と子育ての両立支援の推進や、子どもと過ごす時間を確保できるよう男性を含めた働き方の改革

　④　親の経済力が低く、仕事や家庭生活の面でも課題が多い出産前後や乳幼児期において、経済的負担の

　軽減を含めた総合的な対策の推進

　⑤　就学期における子どもの安全対策、出産・子育て期の医療ニーズに対応できる体制の強化、特別な支援を

　 要する子ども及びその家族への支援の拡充
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Ⅰ　新生児・乳幼児期（妊娠・出産から乳幼児期まで）
①　出産育児一時金の支払い手続の改善
②　妊娠中の健診費用軽減
③　不妊治療の公的助成の拡大
④　妊娠初期の休暇などの徹底・充実
⑤　産科医等の確保等産科医療システムの充実
⑥　児童手当制度における乳幼児加算の創設
⑦　子育て初期家庭に対する家庭訪問を組み入れた子育て支援
ネットワークの構築

Ⅱ　未就学期（小学校入学前まで）
①　全家庭を対象とする地域における子育て支援拠点の拡充
②　待機児童ゼロ作戦の更なる推進
③　病児・病後児保育、障害児保育等の拡充
④　小児医療システムの充実
⑤　行動計画の公表等次世代育成支援対策推進法の改正の検討
⑥　育児休業や短時間勤務の充実・普及
⑦　事業所内託児施設を含め従業員への育児サービスの提供の促進
⑧　子どもの事故防止策の推進
⑨　就学前教育についての保護者負担の軽減策の充実

Ⅲ　小学生期
①　全小学校区における「放課後子どもプラン」（仮称）の推進
②　スクールバスの導入等、学校や登下校時の安全対策

Ⅳ　中学生・高校生・大学生期
①　奨学金の充実等
②　学生ベビーシッター等の推奨

①　若者の就労支援
②　パートタイム労働者の均衡処遇の推進
③　女性の継続就労・再就職支援
④　企業の子育て支援の取組の推進
⑤　長時間労働の是正等の働き方の見直し
⑥　働き方の見直しを含む官民一体子育て支援推進運動

（１）子育て支援策

（２）働き方の改革

①　子育てを支援する税制等を検討
②　里親・養子縁組制度の促進と広報・啓発
③　地域の退職者、高齢者等の人材活用による世代間交
流の推進
④　児童虐待防止対策及び要保護児童対策の強化
⑤　母子家庭等の総合的な自立支援対策の推進
⑥　食育の推進
⑦　家族用住宅、三世代同居・近居の支援
⑧　結婚相談等に関する認証制度の創設

（３）その他の重要な施策

新たな少子化対策の推進

（１）　家族・地域の絆を再生する国民運動
　①　「家族の日」や「家族の週間」の制定
②　家族・地域の絆に関する国、地方公共団体による行事の開催

　③　働き方の見直しについての労使の意識改革を促す国民運動

（２）　社会全体で子どもや生命を大切にする運動
　①　マタニティマークの広報・普及
　②　有害な情報の流通への注意と子どもに有用な情報提供
　③　生命や家族の大切さについての理解の促進

国民運動の推進
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８－①．平成19年度少子化社会対策関係予算の概算要求のポイント

平成１９年度予算の概算要求の総額　　　　　　　　１兆６７４５億円

・　歳出・歳入一体改革の厳しい歳出削減が求められる中、前年度（１兆５１６４億円）前年度（１兆５１６４億円）
　　 と比べて１５８１億円　（約１０．４％）の増要求と比べて１５８１億円　（約１０．４％）の増要求

※　なお、平成１８年度予算の総額は一般会計を中心に取りまとめ１兆５８０億円としてきたが、少子
　　化対策における特別会計予算の規模等を勘案して、再集計を行った結果、１兆５１６４億円となる。

・　特に、義務的経費を除いた裁量的経費（いわゆる政策的経費）では、３６２８億円と、
　 前年度（２７６４億円）と比べて８６４億円（約３１．３％）の増要求

※　なお、「新しい少子化対策について」に基づく児童手当に係る経費（乳幼児加算の創設）の取扱いにつ
　　いては、今後の予算編成過程において検討する。
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８－②．平成19年度少子化社会対策関係予算の概算要求のポイント

Ⅲ　小学生期

⑦全小学校区における「放課後子どもプラン」の推進
　　　放課後子ども教室　【文部科学省】　　１３８億円　（ 　新規 　）
　　　放課後児童クラブ　 【厚生労働省】　　１９０億円　（１２０億円）

・　各市町村において、放課後子ども教室と放課後児童クラブを一体的あるい
　　は連携して実施する「放課後子どもプラン」を１９年度に必要な全小学校区
　　（２００００校区）に整備する経費を計上
※放課後こども教室は、新規事業として、必要なすべての小学校区において

　　実施（放課後子ども教室　２００００か所（１９年度））
※ 放課後児童クラブの「子ども・子育て応援プラン」の２１年度目標値１７５００
　　か所を大幅に前倒しするとともに、必要なすべての小学校区において実施

　　　（放課後児童クラブ　１４１００か所（１８年度）→２００００か所（１９年度））

⑧スクールバスの導入等、学校や登下校時の安全対策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文部科学省】
・　路線バス等をスクールバスとして活用した通学路の安全対策の導入に向けた
　　取組に対する支援等

（参考）
「子ども安心プロジェクト」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３億円　（１９億円）
うち、「通学路の安全確保のためのスクールバス活用推進事業」が３．４億円

Ⅳ　中学生、高校生、大学生期

⑨奨学金事業の充実　【文部科学省】　１３６０億円　（１１３４億円）
・　無利子及び有利子奨学金の貸与人員の増員等により、１１５．１万人
（前年度比５．９万人増）の学生等に奨学金の貸与

（参考）　事業費総額　　　　　　　　　　　　　　　８５７４億円　（７９９９億円）

Ⅰ　妊娠・出産・乳幼児期

①小児科・産科医療体制の確保、不妊治療の支援など母子
保健医療の充実 【厚生労働省】　３０２億円　（２４２億円）

・小児科・産科をはじめ急性期の医療をチームで担う拠点病院づくり
・小児救急電話相談事業の充実強化等、小児救急医療体制の更なる整備
・不妊治療に対する助成額を「年度１０万円」から「年度２０万円」に拡大、所得制限の緩和

Ⅱ　未就学期

③つどいの広場などの子育て支援拠点施設の整備　【厚生労働省】

・　「子ども・子育て応援プラン」の２１年度目標値６０００か所整備 （中学校区の６割）を
　前倒しし、１９年度に達成できるよう予算計上
　　※全中学校区（１００００か所）の早急の整備を目指す

④病児・病後児保育の拡充　【厚生労働省】

・　児童が通い慣れた保育所において、既に配置されている看護師等を活用して、

　体調不良時の対応を行う

※②～④は、次世代育成支援対策交付金で対応　４４０億円　（３４０億円）

②生後４か月までの全戸訪問（こんにちは赤ちゃん事業）
　の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【厚生労働省】
・　生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供
　や養育環境等の把握を行う事業

⑤就学前教育費負担の軽減　【文部科学省】２１８億円　（１８１億円）

・　幼稚園に通う園児の保護者に対する経済的負担の軽減等を目的とした「幼稚園就園
　奨励費補助」の拡充

⑥「キッズデザイン賞」を創設　【経済産業省】
・　病院や保護者等から事故情報の収集を行い、事故の未然防止に役立てるとともに、
　子どもの安全の向上や健やかな成長につながる製品や活動を表彰

子育て支援策
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８－③．平成19年度少子化社会対策関係予算の概算要求のポイント

働き方の改革

①少子化の流れを変えるための働き方の見直し　【厚生労働省】　１５０億円　（９０億円）

・　長時間労働の抑制等仕事と生活の調和を図るための労働時間法制の見直し
・　育児休業、子育て期の短時間勤務等の両立支援制度を利用しやすい職場風土づくりの推進
・　パートタイム労働者の均衡ある処遇や能力開発の推進
・　短時間正社員制度の導入促進
・　マザーズハローワークの機能強化とマザーズハローワークサービスの全国展開

②フリーター２５万人常用雇用化プランの強化や、ニート等の若者の自立支援　【厚生労働省】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
③働き方の見直しを含む官民一体子育て支援推進運動　【内閣府】　０．５億円　（０．５億円）

その他重要な施策

○家族用住宅・三世代同居・近居の支援　【国土交通省】

・　地域優良賃貸住宅（仮称）における家賃低廉化のための助成対象を拡充し、小学校就学児童のいる世帯を追加
・　子供の成長等に応じ間取り変更等が可能な耐久性・可変性に優れた住宅の取得を支援するため、住宅金融支援機構の行う証券化支援事業の
　　枠組みを活用し金利優遇する優良住宅取得支援制度を拡充　　　　　　　　

国民運動の推進 【内閣府】　３．９億円　（１．４億円）

○少子化社会対策の総合的な推進

・　少子化対策の推進に必要な政策研究、調査研究等の実施
・　家族・地域の絆を再生する国民運動の展開　等
　 ※　官民一体子育て支援推進運動を含む　　　　　　　　
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８－④．平成19年度少子化社会対策関係予算の概算要求のポイント

税制改正要望

　子育て家庭を経済的に支援するため、また、企業の子育て支援についての取組をより一層の推進を図るための各種
税制上の特例措置の創設を要望。

①子育て家庭を経済的に支援

・　扶養控除の見直しなどにより、子育て家庭を経済的に支援するための税制上の措置
・　扶養控除の見直しとの関係にも留意しつつ、奨学金返還時における税額控除制度の創設

②企業の子育て支援についての取組のより一層の推進

・　企業が従業員のために事業所等に設置する託児施設に係る設置費用、運営費等
・　仕事と子育ての両立支援を推進するため、従業員に対し行われる育児支援サービスの提供に要する経費等について、所要の税制上の
　特例措置の創設

（参考）　
　　出産育児一時金の支払い方法の改善は、平成１８年１０月から開始　　　　　　
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